
厚生労働省の社会保障審議会福祉部会が、2 月 12 日に報告書「社会福祉法人制度改革について」を出しました

報告書を基に社会福祉法「改正」案が国会に上程・審議される予定ですが、その内容には多くの問題点があります

私たち福祉保育労は、公的責任の縮小につながる「改正」に反対し、国の責任による制度拡充を求めています

≪全国福祉保育労働組合（福祉保育労）≫ 2015.3 月
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社会福祉法人制度改革の問題点① 『地域公益活動を社会福祉法人に義務づけ』

介護保険・障害者総
合支援など既存の制
度は、利用者の多様
な生活上の困難の全
てには対応できない

政府や市場の失敗
を補完する機能が、
非営利組織にある

営利企業等では市場
で安定的・継続的な供
給が望めない制度外の
サービス(★)は社会福
祉法人に担ってもらう

≪憲法 25 条≫
国民の「生存権」保
障の責任は国にある

≪社会福祉法≫
国が法律に基づ
く責任を他の社
会福祉事業経営
者に転嫁しては
いけない

≪社会福祉事業≫
公的責任・必要充
足・無差別平等な
どの原則(☆)

(☆)生存権保障を具体化する

しくみなので、誰もが必要

な福祉を国の責任で受け

られることが原則です

国の責任で制度を

拡充すれば、対応

できるのでは？

国がやらない

ことを、社会

福祉法人に押

しつけるの？

福祉部会委員

(★)生活困窮者に対する相談支援、ひき

こもり･孤立した高齢者･虐待を受け

ている者等の居場所づくりや見守り、

貧困の連鎖を防止するための生活保

護世帯等の子どもへの教育支援など

(★ )介護報酬や措置

費・委託費など

社会福祉法人制度改革の問題点② 『社会福祉法人に財政的負担を求めている』

社会福祉法人は公費(★)で
事業を運営し、公益性の高い
法人として税制優遇措置が
あるのに、いわゆる内部留保
をもっている

社会福祉法人には、再
投下財産(※)を投資し
て、「地域公益事業」(◆)
をおこなってもらう

(※)すべての財産（内部

留保）から事業継続

に必要な最低限の額

を差し引いた財産額

≪厚労省調査≫(☆)
事業の維持・継続に
必要な費用を除いた
「余裕財産」がある
特別養護老人ホーム
は全体の 3 割だけ

≪社会福祉法≫
国は他の社会福
祉事業を経営す
る者に財政的支
援を求めない

(☆) 明治安田生活福祉

研究所に委託
財政的な支援

を求めている

のでは？

一部の法人を取

り上げて、一般

化させている？

(◆) 地域のニーズ

を踏まえて無料

又は低額料金で

供給する事業
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社会福祉法人制度改革の問題点③ 『福祉労働者の処遇低下と労働強化に』

今よりもっと賃
金が下がって、
そのうえ仕事の
量や責任だけは
どんどん増えて
いくかも…!?

地域公益事

業は国が制

度化しない

ので、人も

お金もつけ

られません

多くの社会

福祉法人で

は、再投下

財産があり

ません

義務づけら

れた地域公

益事業の費

用は、職員

の人件費を

削減して捻

出？

地域公益事

業の担い手

を新たに雇

用できなけ

れば、職員

に丸投げ？

権利としての福祉を守る

関係団体共同実行委員会 主催

5･12 院内集会＆議員要請行動

と き 2015 年 5 月 12 日(火)

13:30～16:00

ところ 衆議院第一議員会館

多目的ホールを予定

みなさんが集めた団体署名は、各団体代表

者による国会請願署名として扱われます。

衆・参の厚生労働委員に紹介議員になって

もらうための要請行動をおこないます

社会福祉法等の「改正」に対する緊急請願書
にご協力ください

福祉保育労も参加している「権利としての福祉を守る関

係団体共同実行委員会」では、公的責任による社会福祉事

業の拡充を求めた団体署名を集めています

①社会福祉法人に地域公益活動を義務化せず、公的制度

拡充

②継続的・安定的に社会福祉事業が運営できる財源確保

③社会福祉施設職員等退職手当共済制度への公費助成の

対象拡充

の３項目を求め、社会福祉事業に関わる経営者・福祉労働

者、利用者・家族の立場を越えて共同でとりくんでいます

※2015 年度の「社会福祉施設等調査」

「介護サービス施設・事業所調査」

および福祉医療機構 HP の制度実施

状況を基に作成

『退職共済制度の改悪まで検討されています！』

福祉施設職員等退職手当共済制度
は、公共性の高い福祉労働を担う
民間福祉労働者の賃金水準や労働
条件が、公務労働者と比べてあま
りにも低いことの改善に資するた
めに、1961 年に導入されました。
掛金は、国・都道府県・事業者が 3
分の 1 ずつ負担します

（3 分の 2 が公費助成）

介護保険対象の施設・事業
は、2008 年に公費助成対象
から外されてしまい（特定
介護保険施設等）、2006 年 4
月以降に加入した従事者の
掛金は 3倍となって、負担
できない事業所の従事者は
共済制度への加入率が大幅
に減りました

≪2015 年試算≫
年間掛金 44700 円
退職時本俸額 25 万円
20 歳入職・60 歳退職

↓
退職手当金支給額
約 1200 万円

代わりの制度として
中小企業退職金共済
だと 3 倍の掛金負担
でも約 710 万円だけ

しかでません

今回は、障害分野を公費助成
から外そうとしています。そ
して 2 年後には、保育分野も
外していく方向です！
（福祉部会報告書より）


